
仙台空港鉄道株式会社に対する経営評価委員会意見 

 

項  目 意    見 対象 

資金ショート

を防ぐための

資金確保策（減

資、運賃改定

等）について 

 

 

 

 

 

 

 

・経営基盤強化のため、速やかに減資の実施について検討を進める

こと。 

・運賃改定について、シミュレーションをもとに検討した上で、早

期の実現に向けて最大限努力すること。運賃改定の金額を検討する

にあたっては、定期利用者の負担増加額を抑えるなど、定期利用者

と空港利用者の負担割合を考慮すること。 

・減資や運賃改定の実施時期や方策を検討する上で、中期経営計画

における収支目標を常時アップデートし、最新の将来予測に基づい

た意思決定ができるようにすること。また、今後必要となる修繕費

及び設備投資の額を踏まえた資金繰り計画及び実績管理表を作成し

て、資金繰り状況を常に把握すること。 

 

団体 

鉄道利用者数

の増加策につ

いて 

 鉄道利用者数を増加させるため、団体は、宮城県、仙台国際空港

株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、近隣自治体と連携して、空港

利用者の動向やニーズを把握し、他空港の取組みや仙台空港や沿線

の商店街と連携したイベントを開催するなど、積極的に取り組むこ

と。 

 

団体 

固定資産（鉄道

車両等）の所有

について 

 

 

鉄道車両を自社所有しない場合の収支のシミュレーションを行う

など、鉄道車両の所有の有無について、中長期でのメリット、デメ

リットの洗い出しを行い、実現可能性を探りながら最適な保有形態

を検討すること。 

 

団体 

団体に対する

県の支援の在

り方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資金ショートの懸念があることから、県は、キャッシュ・フロー

の状況と将来見込まれる収支について団体と常に情報共有し、適切

な支援ができるようにすること。また、資金ショートを回避するた

めの資金の支援やコロナ禍により生じた損失を補償する方策につい

て検討すること。 

・空港利用促進施策は、団体の自助努力だけでは限界があることか

ら、県は、来県者を増加させるために、県としての中長期的ビジョ

ンを示し、仙台空港利用者数増加のための国内外からの観光客の誘

客促進にも積極的に取り組むこと。また、県は、団体、仙台国際空

港株式会社、東日本旅客鉄道株式会社の意見交換会をリードし、鉄

道利用者数の増加に向けて積極的な調整役となるよう取り組むこ

と。 

 

県 

 


